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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
平成28年度
第３四半期連結
累計期間

平成29年度
第３四半期連結
累計期間

平成28年度

 

(自　平成28年
 　　４月１日
 至　平成28年
 　　12月31日)

(自　平成29年
 　　４月１日
 至　平成29年
 　　12月31日)

(自　平成28年
 　　４月１日
 至　平成29年
 　　３月31日)

経常収益 百万円 38,848 37,889 50,031

経常利益 百万円 6,338 5,043 7,648

親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 4,269 3,556 ――

親会社株主に帰属する当

期純利益
百万円 ―― ―― 5,067

四半期包括利益 百万円 2,322 15,055 ――

包括利益 百万円 ―― ―― △362

純資産額 百万円 228,163 239,536 225,475

総資産額 百万円 3,106,124 3,224,926 3,109,996

１株当たり四半期純利益

金額
円 393.83 328.03 ――

１株当たり当期純利益金

額
円 ―― ―― 467.37

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額
円 392.34 326.54 ――

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
円 ―― ―― 465.64

自己資本比率 ％ 7.2 7.3 7.1

 

 

平成28年度
第３四半期連結
会計期間

平成29年度
第３四半期連結
会計期間

(自　平成28年
10月１日

至　平成28年
12月31日)

(自　平成29年
10月１日

至　平成29年
12月31日)

１株当たり四半期純利益

金額
円 158.99 141.58

　（注）１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．自己資本比率は、（(四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持

分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、当該有

価証券報告書等の提出日以後に生じた追加又は変更すべき事項も含め、その全体を一括して記載したものでありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ（当行及び連結子会

社）が判断したものであります。

 

（1）財務面に関するリスク

①不良債権に関するリスクについて

　当行は、不良債権縮減のため、不良債権のオフバランス化、経営改善支援に注力しております。しかしなが

ら、景気の動向、不動産価格の下落、当行の融資先の経営状況の変動等によっては、当行の不良債権及び与信関

係費用は増加するおそれがあり、その結果、当行の業績に影響を及ぼすとともに財務内容を弱め、自己資本の減

少につながる可能性があります。

②株価下落に伴うリスクについて

　当行は市場性のある株式を保有しております。今後、大幅に株価が下落した場合、保有株式に減損等が発生

し、当行の業績及び自己資本比率に影響を与える可能性があります。

③金利上昇に伴うリスクについて

　当行は市場性のある債券に加え貸出等の資金運用及び預金等の資金調達を行っておりますが、これら資産と負

債の金利又は期間のミスマッチングが存在している中で金利が変動することにより、当行の業績及び自己資本比

率に影響を与える可能性があります。

④自己資本比率について

　自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状

況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）に基づき算出しております。な

お、当行は、海外営業拠点を有していないことから国内基準を採用しており、現行では自己資本比率を４％以上

に維持することが求められています。

　各種リスクの発生により自己資本比率が大幅に低下した場合、当行の信頼が低下し、当行の業務遂行や資金調

達等に影響を及ぼす可能性があります。

⑤退職給付債務について

　年金資産の運用利回りが低下した場合や予定給付債務計算の前提となる保険数理上の前提・仮定に変更があっ

た場合などには、退職給付費用が増加することにより当行の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥格付けについて

　当行は、格付機関である㈱日本格付研究所（ＪＣＲ）より「Ａ＋」（シングルＡプラス）「安定的」の格付け

を取得しております。今後、当行の収益力・資産の悪化により格付けが引き下げられた場合、当行の資金調達等

において、影響を及ぼす可能性があります。

 

（2）業務面に関するリスクについて

①中期経営計画について

　当行は、平成28年４月から３か年の「第10次中期経営計画」に基づき各種施策に取り組んでおりますが、当該

施策等が奏功しない場合、当初想定した結果が得られない可能性があります。

②事務に関わるリスクについて

　役職員の故意又は過失等により大きな賠償に繋がる事務事故、事務ミスが発生した場合、損失を被る可能性が

あり、当行の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、事故等により、万一、顧客情報が外部に流失した場合、当行の社会的信用が低下し、当行の業績等に影

響を及ぼす可能性があります。
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③システムリスクについて

　当行は、平成19年１月より、勘定系システムを地銀共同センターへ移行し、より安全性を高めておりますが、

コンピュータシステムのダウン又は誤作動等の発生やサイバー攻撃等を受けた場合、障害の規模によっては、当

行の業務遂行や業績等に影響を及ぼす可能性があります。

④コンプライアンスリスクについて

　当行は、各種法令・規則等に従って業務を遂行しておりますが、法令等の遵守状況が不十分であった場合や、

それに起因する訴訟等が提起された場合、その内容によっては行政処分を受けたり、当行の評価が低下し、当行

の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

（3）外部環境等に関するリスクについて

①競争激化リスクについて

　当行が主要な営業基盤とする愛知県において、地域金融機関、メガバンク、ノンバンク等との間で競争関係に

あります。他の金融機関が今後さらに積極的な営業展開を進めることにより、あるいは他の業態が当行の事業分

野に新たに参入することにより、当行が競争優位を得られない場合、当行の業績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。

②風評リスクについて

　当行に対して否定的、悪質な風評・風説が流布された場合、その内容の正確性に関わらず、当行の信用が低下

し、当行の業績等に影響を及ぼす可能性があります。

③災害リスクについて

　東南海地震等の自然災害が発生した場合、当行の損害や取引先の被災による業績悪化等が、当行の業績等に影

響を及ぼす可能性があります。

 

④規制・制度の変更等について

　当行は現時点における銀行法等の各種規制・制度（法律、規則、政策、実務慣行、解釈等を含む）に基づいて

業務を遂行しております。将来において、銀行法等の各種規制・制度が変更された場合、当行の業務遂行や業績

等に影響を及ぼす可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ（当行及び連結

子会社）が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済の緩やかな成長に加え、きわめて緩和的な金融環境

と政府の経済対策等により企業収益や雇用・所得環境が改善し、景気の拡大が続きました。

　愛知県を中心とした当地域におきましては、輸出の増加に伴い設備投資は着実に増加し雇用者所得も改善を続け

ており、景気は拡大しているものの、米国の経済政策運営や英国のＥＵ離脱交渉の展開、地政学的リスク等には留

意する必要があります。

　このような状況下、当第３四半期連結累計期間の当行グループの業績は、以下のとおりとなりました。

　貸出金につきましては、事業性貸出及び住宅ローン等の個人貸出が増加したことから、前連結会計年度末比　

706億円増加し、１兆8,036億円となりました。預金につきましては、法人預金や公金預金を主体に前連結会計年度

末比996億円増加し、２兆8,036億円となりました。また、有価証券につきましては、前連結会計年度末比185億円

増加し、１兆1,592億円となりました。

　損益面につきましては、経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少等により、前年同四半期比９億

59百万円減収の378億89百万円となりました。一方、経常費用は、貸倒引当金繰入額の増加等により、前年同四半

期比３億35百万円増加し328億45百万円となりました。この結果、経常利益は前年同四半期比12億94百万円減益の

50億43百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期比７億13百万円減益の35億56百万円となりまし

た。

　セグメント別に見ますと、銀行業の経常収益は前年同四半期比15億99百万円減収の324億16百万円、セグメント

利益は前年同四半期比12億23百万円減益の49億94百万円となりました。リース業の経常収益は前年同四半期比４億

26百万円増収の50億66百万円、セグメント利益は前年同四半期比１億65百万円減益の74百万円となりました。
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①　国内業務部門・国際業務部門別収支

　当第３四半期連結累計期間の資金調達費用は預金利息の減少により前第３四半期連結累計期間比２億89百万円

減少の７億56百万円となりましたが、資金運用収益が貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少により前第３四

半期連結累計期間比16億25百万円減収の227億36百万円となったため、資金運用収支は前第３四半期連結累計期

間比13億36百万円減益の219億79百万円となりました。

　役務取引等収支は、前第３四半期連結累計期間比１億72百万円増益の35億66百万円となりました。

　なお、その他業務収支は、国債等債券損益の増加等により、前第３四半期連結累計期間比３億37百万円増益

の　19億11百万円の損失となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 22,782 676 △143 23,316

当第３四半期連結累計期間 21,273 721 △15 21,979

うち資金運用収益

前第３四半期連結累計期間
   37

23,799 805 △206 24,362

当第３四半期連結累計期間
   15

21,833 993 △74 22,736

うち資金調達費用

前第３四半期連結累計期間
   37

1,017 128 △63 1,046

当第３四半期連結累計期間
   15

559 271 △58 756

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 3,480 44 △130 3,394

当第３四半期連結累計期間 3,600 44 △77 3,566

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 9,697 83 △338 9,443

当第３四半期連結累計期間 10,553 83 △255 10,381

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 6,217 39 △207 6,048

当第３四半期連結累計期間 6,953 38 △177 6,814

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 △2,092 △156 － △2,249

当第３四半期連結累計期間 △1,734 △176 － △1,911

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 1,070 － － 1,070

当第３四半期連結累計期間 957 － － 957

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 3,162 156 － 3,319

当第３四半期連結累計期間 2,692 176 － 2,869

　（注）１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。

　ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は、国際業務部門に含めております。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利

息であります。

３．「相殺消去額（△）」は、連結会社間の取引等の相殺消去額であります。

EDINET提出書類

株式会社愛知銀行(E03651)

四半期報告書

 6/23



②　国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

　役務取引の主たるものは、為替手数料及び代理事務手数料であります。

　当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は前第３四半期連結累計期間比９億38百万円増収の103億81百万

円、役務取引等費用は前第３四半期連結累計期間比７億65百万円増加の68億14百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 9,697 83 △338 9,443

当第３四半期連結累計期間 10,553 83 △255 10,381

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 91 － － 91

当第３四半期連結累計期間 154 － － 154

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,558 82 － 1,641

当第３四半期連結累計期間 1,588 81 － 1,670

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 57 － － 57

当第３四半期連結累計期間 76 － － 76

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 2,512 － － 2,512

当第３四半期連結累計期間 2,826 － － 2,826

うち保護預り貸金庫

業務

前第３四半期連結累計期間 74 － － 74

当第３四半期連結累計期間 72 － － 72

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 31 1 － 32

当第３四半期連結累計期間 34 1 － 35

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 6,217 39 △207 6,048

当第３四半期連結累計期間 6,953 38 △177 6,814

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 318 31 － 350

当第３四半期連結累計期間 318 32 － 350

　（注）１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は、国際業務部門に含めております。

２．「相殺消去額（△）」は、連結会社間の取引等の相殺消去額であります。
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③　国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,739,913 22,209 △2,979 2,759,143

当第３四半期連結会計期間 2,784,449 21,686 △2,461 2,803,674

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,509,957 － △2,749 1,507,207

当第３四半期連結会計期間 1,622,769 － △2,231 1,620,537

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 1,225,295 － △230 1,225,065

当第３四半期連結会計期間 1,155,152 － △230 1,154,922

うちその他
前第３四半期連結会計期間 4,660 22,209 － 26,869

当第３四半期連結会計期間 6,527 21,686 － 28,214

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 4,100 － － 4,100

当第３四半期連結会計期間 4,100 － － 4,100

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,744,013 22,209 △2,979 2,763,243

当第３四半期連結会計期間 2,788,549 21,686 △2,461 2,807,774

　（注）１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は、国際業務部門に含めております。

２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３．定期性預金＝定期預金＋定期積金

４．「相殺消去額（△）」は、連結会社間の取引等の相殺消去額であります。
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④　貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 1,735,641 100.0 1,803,613 100.0

製造業 314,991 18.1 319,109 17.7

農業，林業 1,286 0.1 1,538 0.1

漁業 54 0.0 69 0.0

鉱業，採石業，砂利採取業 1,384 0.1 1,299 0.1

建設業 129,566 7.5 134,169 7.4

電気・ガス・熱供給・水道業 28,398 1.6 31,533 1.7

情報通信業 11,557 0.7 12,762 0.7

運輸業，郵便業 78,984 4.5 80,764 4.5

卸売業，小売業 291,295 16.8 295,706 16.4

金融業，保険業 29,851 1.7 28,947 1.6

不動産業，物品賃貸業 253,306 14.6 256,236 14.2

各種サービス業 121,797 7.0 125,565 7.0

国・地方公共団体 9,831 0.6 6,738 0.4

その他 463,331 26.7 509,166 28.2

特別国際金融取引勘定分 － － － －

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 － － － －

合計 1,735,641 ―― 1,803,613 ――

　（注）「国内」とは当行及び連結子会社であります。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当行グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当行グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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(5）主要な設備

銀行業において、次の設備を新設しております。

店舗名その他 所在地
敷地面積

（㎡）

建物延面積

（㎡）

投資金額

（百万円）
完了年月

本山支店
名古屋市

千種区
583.72 943.51 370 平成29年５月

長久手支店
愛知県

長久手市
1,172.09 571.86 296 平成29年12月
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,943,240 10,943,240

東京証券取引所市場第

一部

名古屋証券取引所市場

第一部

権利内容に何ら

限定のない当行

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 10,943,240 10,943,240 ―― ――

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 10,943 － 18,000 － 13,834

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ── ── ──

議決権制限株式（自己株式等） ── ── ──

議決権制限株式（その他） ── ── ──

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 100,600
──

権利内容に何ら限定

のない当行における

標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

10,745,800
107,458 同上

単元未満株式 普通株式　　96,840 ── ──

発行済株式総数 10,943,240 ── ──

総株主の議決権 ── 107,458 ──

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当行所有の自己株式が11株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社愛知銀行

名古屋市中区栄三丁

目14番12号
100,600 － 100,600 0.91

計 ── 100,600 － 100,600 0.91

　（注）平成29年12月31日現在の自己株式数は、101千株であります。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成29年10月１日　至

平成29年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

現金預け金 164,668 186,029

コールローン及び買入手形 3,487 1,601

商品有価証券 20 206

有価証券 ※２ 1,140,769 ※２ 1,159,280

投資損失引当金 △17 △8

貸出金 ※１ 1,733,008 ※１ 1,803,613

外国為替 1,497 2,238

その他資産 25,920 31,352

有形固定資産 35,468 35,408

無形固定資産 572 810

退職給付に係る資産 3,117 3,447

繰延税金資産 148 189

支払承諾見返 9,356 8,530

貸倒引当金 △8,020 △7,774

資産の部合計 3,109,996 3,224,926

負債の部   

預金 2,703,993 2,803,674

譲渡性預金 4,100 4,100

コールマネー及び売渡手形 － 12,204

債券貸借取引受入担保金 83,042 79,740

借用金 29,975 34,411

外国為替 519 1,094

その他負債 26,918 11,047

賞与引当金 648 －

役員賞与引当金 46 －

退職給付に係る負債 1,094 975

役員退職慰労引当金 7 5

睡眠預金払戻損失引当金 105 110

偶発損失引当金 1,323 1,167

繰延税金負債 18,648 23,587

再評価に係る繰延税金負債 4,740 4,740

支払承諾 9,356 8,530

負債の部合計 2,884,520 2,985,390

純資産の部   

資本金 18,000 18,000

資本剰余金 13,883 13,883

利益剰余金 130,155 132,679

自己株式 △768 △768

株主資本合計 161,270 163,794

その他有価証券評価差額金 53,506 64,870

土地再評価差額金 8,381 8,381

退職給付に係る調整累計額 △1,861 △1,767

その他の包括利益累計額合計 60,027 71,484

新株予約権 228 268

非支配株主持分 3,949 3,989

純資産の部合計 225,475 239,536

負債及び純資産の部合計 3,109,996 3,224,926
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

経常収益 38,848 37,889

資金運用収益 24,362 22,736

（うち貸出金利息） 13,726 12,900

（うち有価証券利息配当金） 10,538 9,731

役務取引等収益 9,443 10,381

その他業務収益 1,070 957

その他経常収益 ※１ 3,973 ※１ 3,814

経常費用 32,510 32,845

資金調達費用 1,046 756

（うち預金利息） 1,013 573

役務取引等費用 6,048 6,814

その他業務費用 3,319 2,869

営業経費 20,437 20,403

その他経常費用 ※２ 1,658 ※２ 2,001

経常利益 6,338 5,043

特別利益 － 7

固定資産処分益 － 7

特別損失 33 9

固定資産処分損 24 9

減損損失 8 0

税金等調整前四半期純利益 6,305 5,042

法人税、住民税及び事業税 1,253 1,505

法人税等調整額 688 △44

法人税等合計 1,942 1,461

四半期純利益 4,362 3,581

非支配株主に帰属する四半期純利益 93 24

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,269 3,556
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 4,362 3,581

その他の包括利益 △2,040 11,474

その他有価証券評価差額金 △2,131 11,381

退職給付に係る調整額 90 93

四半期包括利益 2,322 15,055

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,236 15,013

非支配株主に係る四半期包括利益 85 42

 

EDINET提出書類

株式会社愛知銀行(E03651)

四半期報告書

16/23



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

破綻先債権額 2,150百万円 2,025百万円

延滞債権額 34,814百万円 32,090百万円

３カ月以上延滞債権額 543百万円 555百万円

貸出条件緩和債権額 5,177百万円 4,075百万円

合計額 42,685百万円 38,745百万円

 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

15,068百万円 19,267百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

偶発損失引当金戻入益 383百万円 155百万円

株式等売却益 3,458百万円 3,440百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

貸倒引当金繰入額 61百万円 551百万円

株式等売却損 797百万円 644百万円

株式等償却 8百万円 －百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 960百万円 1,041百万円
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（株主資本等関係）

 

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 433 40 平成28年３月31日 平成28年６月27日

その他利益剰

余金

平成28年11月11日

取締役会
普通株式 433 40 平成28年９月30日 平成28年12月６日

その他利益剰

余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

 

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 542 50 平成29年３月31日 平成29年６月26日

その他利益剰

余金

平成29年11月13日

取締役会
普通株式 487 45 平成29年９月30日 平成29年12月５日

その他利益剰

余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する

経常収益
33,744 4,341 38,085 763 38,848 － 38,848

セグメント間の内

部経常収益
271 298 569 289 858 △858 －

計 34,015 4,639 38,655 1,052 39,707 △858 38,848

セグメント利益 6,217 240 6,458 63 6,521 △182 6,338

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、事務代

行業及び電算機による業務処理等事業であります。

３．調整額は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、報告セグメントごとの固定資産に係る重要な減損損失は認識しておりま

せん。また、のれん等に関する該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 銀行業 リース業 計

経常収益        

外部顧客に対する

経常収益
32,273 4,860 37,134 755 37,889 － 37,889

セグメント間の内

部経常収益
142 205 348 210 558 △558 －

計 32,416 5,066 37,482 965 38,448 △558 37,889

セグメント利益 4,994 74 5,068 28 5,097 △53 5,043

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、事務代

行業及び電算機による業務処理等事業であります。

３．調整額は、セグメント間取引消去であります。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、報告セグメントごとの固定資産に係る重要な減損損失は認識しておりま

せん。また、のれん等に関する該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　　四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記

載を省略しております。

 

（有価証券関係）

※企業集団の事業の運営において重要なものであるため、記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 57,990 123,574 65,583

債券 717,104 729,874 12,770

国債 259,664 264,875 5,210

地方債 106,297 108,396 2,098

社債 351,141 356,602 5,460

外国債券 56,220 55,926 △294

その他 231,484 229,256 △2,228

合計 1,062,800 1,138,631 75,830

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

 

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 57,550 140,974 83,423

債券 723,158 732,570 9,411

国債 233,100 236,848 3,748

地方債 120,683 122,222 1,538

社債 369,375 373,499 4,124

外国債券 58,538 58,119 △419

その他 225,615 225,312 △303

合計 1,064,864 1,156,976 92,112

 

EDINET提出書類

株式会社愛知銀行(E03651)

四半期報告書

20/23



（デリバティブ取引関係）

　取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略してお

ります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 393.83 328.03

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 4,269 3,556

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益
百万円 4,269 3,556

普通株式の期中平均株式数 千株 10,841 10,842

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
円 392.34 326.54

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 41 49

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―― ――

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

中間配当

平成29年11月13日開催の取締役会において、第109期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額　　　　　　 487百万円

１株当たりの中間配当金　　45円00銭
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月７日

株式会社愛知銀行

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　賢次

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 時々輪　彰久

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社愛知銀

行の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社愛知銀行及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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